
おらが故郷の経営自慢おらが故郷の経営自慢

地域の概要

高橋牧場のある秋田県横手市は国内有数の

豪雪地帯で、毎年２月に催される「横手かま

くら」や、ご当地グルメの「横手焼きそば」

などでも、全国的に知られています。

横手市は、県南内陸部に広がる横手盆地の

中央に位置し、東の奥羽山脈沿いにはりんご

を中心とする果樹地帯が広がり、西の出羽丘

陵地帯は豊富な森林資源に恵まれ、畜産が振

興されています。盆地中央部には奥羽山脈を

水源とする雄物川が流れ、その流域に広がる

肥沃な耕地は、県内屈指の水稲の高収量地帯

です。

当市の平成２８年の農業産出額は２８２億円で

県全体の１６％を占め、作目別の比率は、水稲

４２％、畜産２５％、野菜１７％、果樹１２％となっ

ています。基幹作目の水稲は「あきたこまち」

を中心に作付けされ、野菜ではスイカや夏秋

きゅうり、アスパラガスなどが県内有数の産

地となっています。このほか、果樹ではりん

ごが県内一の生産量を誇り、「平鹿りんご」
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として県内外の市場で高く評価されていま

す。

平成２９年２月１日現在の市内の畜産農家戸

数および飼養頭数は、酪農６戸（経産牛１５８

頭）、肉用牛３７戸（繁殖牛６１２頭、肥育牛９０３

頭）、養豚２５戸（種雌豚３３３４頭、肥育豚１万

５１６５頭）、採卵鶏４戸（１７万８４８８羽）で、い

ずれも減少傾向にありますが、畜産の主体で

ある肉豚生産にあっては、県全体の産出額の

２７％を占めています。

経営管理・生産技術の特色

【固定式パーラー搾乳の導入】

酪農経営において、生産性や収益性の向上

を図るためには、牛の個体管理の徹底が不可

欠です。また、経営改善に向けた取り組みを

実践するためには、乳量や飼料給与量、繁殖

成績、疾病状況などの基本的な事項を、日々

の個体観察や経営データをもとに常に把握し

ておくことが必要です。

年 次 作目構成 飼養頭数 飼料作付面積 経営・活動の内容

昭和４９年 酪農専業 経産牛６０頭
（２戸共同）

４，０００a
（２戸共同）

経営主就農（２５歳）
由利原牧場に入牧
２戸共同で６０頭、４，０００aを管理

昭和６１年 酪農専業 経産牛３０頭 ２，５００a 現在の地で経営を開始
パーラー搾乳方式を導入

平成元年 酪農専業 経産牛３０頭 ２，５００a 経営診断の受診を開始

平成１４年 酪農専業 経産牛４０頭 ２，５００a 後継者就農（２７歳）

平成２０年 酪農専業 経産牛４０頭 ３，０００a TMR飼料の給与を開始

（写真１） 経営主の高橋正さん（右）、後継者の浩悦さん

（表１） 経営・活動の推移
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当牧場の特徴的な取り組みの一つに、固定

式パーラー搾乳の導入があります。

２戸共同で酪農を開始した昭和４９年当初

は、つなぎ飼いで牛を管理していましたが、

経産牛の事故が続いたこともあって、牛を放

し飼いにしたいと考えるようになりました。

昭和６１年に現在の地に移り、個人経営を開始

したのを機に、フリーストールでの管理と、

パーラー方式の搾乳を採用しました。

固定式パーラー搾乳は、県内初の導入でし

た。比較的規模の小さい経営に向くとされる

搾乳方式で、その特徴は、搾乳室への牛の入

室、搾乳、退室を１頭ごとに制御できるた

め、搾乳者が搾乳中の牛を真横から観察でき

ることにあります。

酪農を長く続ける上で、規模拡大よりも個

体管理の強化を優先したいという経営主の思

いから始まった取り組みです。

また、当牧場は、酪農経営を開始してすぐ

に牛群検定にも取り組んでいます。毎月の検

定データを日々の管理に活用しており、主に

個体乳量や空胎日数、搾乳日数を確認するほ

か、体細胞数など乳質にも留意しており、観

察とデータ利用による個体管理の強化に取り

組んでいます。

【TMR発酵飼料の給与】

二つ目の特徴として、TMR発酵飼料の利

用が挙げられます。

酪農を開始した当初、牛の肢の事故が相次

ぎ、その改善には高品質な粗飼料の安定給与

が不可欠と痛感しました。粗飼料不足と濃厚

飼料の多給で牛の事故が続き、販売乳量を思

うように確保できずにいた頃、県の畜産試験

場が実施する TMR発酵飼料の給与実証事業

を活用して、平成２０年に飼料の切り替えを行

いました。

経
営
の
概
要

労働力員数
（畜産・２０００hr 換算）

家族・構成員 ３．４人
雇用・従業員 ０．１人

経産牛平均飼養頭数 ３８．７頭
飼料生産 実面積 ３，０００a

年間総販売乳量 ３３７，０４５㎏
年間初生子牛販売頭数 １９頭
年間育成牛販売頭数 ０頭
年間経産牛販売頭数 ０頭
年間肥育牛販売頭数 ０頭

収
益
性
所 得 率 ３１．１％
経産牛１頭当たり生産費用 ８３９，６４９円

生

産

性

牛
乳
生
産

経産牛１頭当たり年間産乳量 ８，７０９㎏
平均分娩間隔 １３．４ヵ月
受胎に要した種付回数 ２．１回
平均産次数（期首） ２．２産
平均産次数（期末） ２．６産
牛乳１kg当たり平均価格 １０６．４円
牛乳１kg当たり生産費 ９６．４円
乳 脂 率 ３．９７％
乳たんぱく質率 －％
無脂乳固形分率 ８．６４％
体 細 胞 数 －万個／ml
借入地依存率 １００．０％
飼料 TDN自給率 －％
乳飼比（育成・その他含む） ３６．９

（表２） 経営実績（平成２９年度）

（写真２） 牛舎
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TMR飼料のベースとなる牧草、デント

コーン、かす類の調製は試験場に依頼し、セ

ミ発酵 TMRの形で引き取り後、自給粗飼料

や地域の生産組合から購入した稲WCSおよ

び配合飼料を混合して、経産牛に給与してい

ます。TMRミキサーは、取り組みを開始し

た平成２０年に中古品を購入しました。

実証事業はすでに終了していますが、現在

も、飼料計算から発酵 TMRの調製までを引

き続き試験場に依頼し、年間約１８３t を１３．８

円／kg で購入し、飼料の安定給与に努めて

います。

【３０ha に及ぶ自給飼料生産】

自給飼料基盤は３０ha に及び、堆肥や土壌

改良剤を草地に投入して地力の向上を図ると

ともに、計画的な更新と牧草の適期収穫に努

め、TMR飼料の原料となる自給粗飼料の収

量と品質の向上につなげています。

（写真４） 牛群検定データを有効活用した飼養管理を
行う

（写真３） 個体管理強化のために導入した搾乳パー
ラー

（写真６） TMR給与により事故が減少した（写真５） TMRミキサー

（写真７） 市内にある飼料生産組合の稲WCSを継続
的に利用している
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このうち２５ha が横手市所有の牧野（年間

借地料１１．５万円）で、さらに平成２０年度から

は、牛舎から１５～２０分程度の近在に借地５

ha（年間借地料３．５万円）を確保して、飼料

基盤を３０ha に拡大しました。

さらに稲WCSを横手北部生産組合から購

入しており、平成３０年度は３０６ロール（約７５t）

が納入されました。

飼養規模や個体に合わせたきめ細かな観察

と安定的な飼料給与を実践し、また、牛群検

定等から得られる生産技術に関するデータを

活用しながら、常に自らの経営状況の把握に

努め、意欲的に経営改善に取り組んでいま

す。

耕畜連携の活動

市内にある飼料生産組合からは、水田資源

である稲WCSを毎年購入し、TMR飼料の

原料として継続的に利用しているほか、敷料

のもみ殻についても、市内のカントリーエレ

ベータから無償で譲り受けています。

また、生産した堆肥の一部は地域の耕種農

家に販売しており、耕畜連携による地域資源

の活用に取り組んでいます。

地域に対する貢献

家畜のふん尿は、無償で譲り受けている潤

沢な副資材のモミ殻を添加し、堆肥舎で月に

３～４回切り返して発酵処理を行っていま

す。

生産した堆肥の９割は自身の採草地に散布

していますが、その採草地は横手市が低標高

山地に造成したもので周辺に住宅はなく、環

境的にも問題はありません。また、残りの堆

肥は地域の耕種農家に販売しており、農家が

利用しやすい良質な堆肥づくりを心掛けてい

ます。

生活の視点の配慮について

固定式パーラー搾乳方式の導入により、搾

乳者の労働負担が軽減されています。

労働力は経営主の高橋正さん夫婦のほか、

後継者も就農しており、現在は月に２日（２４

日／年）は地域の酪農ヘルパーを利用し、家

族の余暇の確保に努めるなど、ゆとりある酪

農経営の実現を目指しています。

将来の方向性について

【飼養管理について】

現在の飼養規模を維持しながら、生産性と

収益性を向上させるため、日々の個体観察の

強化に努めるとともに、牛群検定データの個

体乳量や繁殖成績をもとに、自家育成牛の選

抜と経産牛の計画的な更新を重ね、泌乳能力

の高い優良牛群の整備に努めています。

【経営管理について】

現在、経理業務は後継者の浩悦さんが担当

していますが、その妻の美々さんも補助的な

役割を担っています。

今後の経営移譲も見据え、後継者夫婦が中

心となって経営管理を行えるような体制づく

りを目指しています。

（筆者：（公社）秋田県農業公社）
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連載 護蹄管理の重要性 第６回
『蹄病の季節性と予防』

神奈川県農業共済組合 家畜診療所 伊 藤 昌 範

牛にとっては忍耐の夏

６月後半になり、神奈川県では蒸し暑い日

が増えてきました。今回の原稿が発行される

頃は、すでに酷暑に突入していると思いま

す。子供たちにとっては楽しい夏休みで、わ

くわくする時期ですが、牛たちにとっては暑

さに耐える忍耐の時期です。さらに、最近の

天気は極端な傾向になっているので、注意が

必要です。牛舎の暑さ対策はもちろん、大雨

時の災害対策も考えておいた方が良さそうで

す。備えあれば憂いなし。今回は蹄病の季節

性と予防法を紹介したいと思います。

蹄病の季節性を分析すると

夏の終わりから秋に、蹄病が増加すること

は皆さんもご存じだと思います。私も毎年こ

の時期は、蹄病治療で忙しくなります。そこ

で、蹄病の季節性を確認するために、平成２１

年１月から平成３０年１２月の過去１０年間に治療

した蹄病を季節ごとに集計しました。

連載第３回で蹄病の発生状況を紹介しまし

たが、症例数の多かった蹄角質疾患と趾皮膚

疾患の初診月日を３～５月、６～８月、９～

１１月、１２～２月に分類して集計しました（図

１）。

蹄角質疾患の延べ発生頭数は、９～１１月が

（図１） 蹄角質疾患と趾皮膚疾患の発生状況
（平成２１年１月～３０年１２月）
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最も多く、次に多いのは６～８月で、予想通

り夏から秋に多発していました。趾皮膚疾患

の延べ発生頭数も、９～１１月が最も多いので

すが、次に多いのは３～５月で、春と秋に多

発していました。

次にそれぞれを細かく見てみましょう。蹄

角質疾患のうち、蹄底潰瘍（写真１）は顕著

に９～１１月に、白帯病（写真２）は症例数が

少ないですが、蹄底潰瘍と同様に９～１１月に

多く発生していました（図２）。趾皮膚疾患

のうち、趾皮膚炎（DD：写真３、４）は９～

１１月に、趾間皮膚炎（写真５）は症例数が少

ないですが３～５月に最も多く発生していま

した（図３）。

このように蹄角質疾患は、一般的に言われ

ているように、夏の終わりから秋に多く発生

していることがわかります。一方、趾皮膚疾

患は、季節との関連があまりないようです。

夏の終わりから秋に
発生が多い蹄角質疾患
なぜ蹄角質疾患は夏の終わりから秋に多く

発生するのでしょうか？

（写真２） 白帯病（潰瘍）蹄ブロック装着

（写真１） 蹄底潰瘍

（図２） 蹄底潰瘍と白帯病の発生状況（平成２１年１月～３０年１２月）
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暑熱期には、放熱のための起立時間延長、
りゅうぜん

開口呼吸による流涎（よだれを垂らすこと）、

涼しい時間に起こるスラグフィーディング

（固め食い、一気食い）、粗飼料摂取量の減

少による粗濃比の偏りが起こります。

起立時間が延長すると、蹄底蹄球接合部

（蹄底の踵側）の内部（真皮）が、蹄骨の後

端と地面からの圧力で圧迫され蹄角質形成不

全の原因になります（図４）。さらに、流涎

による電解質の喪失、スラグフィーディング

や粗濃比の濃厚飼料への偏りは、ルーメンア

シドーシスを引き起こし、これも蹄角質形成

不全の原因になります。

また、蹄の角質は１ヵ月で約５㎜伸びま

す。そのため、蹄底潰瘍の場合は、蹄角質形

成不全により発生した円形の欠損部位が表面

化するまで１ヵ月半から２ヵ月かかり、そこ

に潰瘍が突出し、さらに細菌が感染すると重

症化します。

白帯病の場合は、蹄角質形成不全により形

成された不良な白帯に、亀裂が発生し、真皮

に達して病変ができるまでに時間差が生じる

と思われます。

結果的に、夏の終わりから秋に蹄角質疾患

が増加すると考えられます。

一方、趾皮膚疾患は細菌感染が原因になる

ため、感染後早期に症状を示し、年間を通し

て発症するため、大きな季節性は認められな

（写真４） 趾皮膚炎（DD）乳頭腫状（写真３） 趾皮膚炎（DD）イチゴ状

（図３） 趾皮膚炎（DD）と趾間皮膚炎の発生状況
（平成２１年１月～３０年１２月）
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いと思われます。

従って、暑熱対策を充実させることは、夏

の終わりから秋に多発する蹄角質疾患を予防

できると考えられます。

座って休息する
時間を増やす
ここからは、飼養管理による蹄病の予防方

法を紹介したいと思います。

柔らかくて滑らない牛床マット、充分な量

の敷料を使用すること、寝起きしやすいス

トールデザイン、連動スタンチョンの拘束時

間やミルキングパーラーの待機時間を短くす

ること、密飼いにしないこと、暑熱対策の強

化は、牛たちの座る時間を長くすることがで

きます。

座る時間が長くなると、反芻回数の増加、

ルーメン内 pHの安定、乳腺への血流量の増

加、肢蹄への負重が軽減して蹄への血流増

加、蹄の乾燥促進が期待できます。これら

は、蹄病予防とともに乳量増加をもたらすで

しょう。

ルーメンアシドーシス
の予防
健康なルーメンの pHは６．３～６．５ですが、

糖やデンプンのような易発酵性の炭水化物が

過剰に摂取されると、ルーメン内に乳酸が多

く生成され、pHが５台に低下してしまいま

す。そうするとルーメン内で死んだグラム陰

性細菌からエンドトキシン（菌体内毒素）が

放出され、体内に吸収され、蹄角質形成不全

を引き起こすと言われています。

前述したように、暑熱期にはルーメンアシ

ドーシスのリスクが高まるので予防しなけれ

ばなりません。分離給与の場合は、蒸し暑く

なり粗飼料（特に乾草）の摂取量が低下した

場合には、粗濃比を保つために濃厚飼料（配

合飼料）の給与量を減少させる必要がありま

す。

TMR給与では、適正な水分含量（４０～

５０％）を保つことにより、選び食いを防ぎ、

TMR給与回数やエサ寄せ回数を増加するこ

とにより、スラグフィーデイングを防ぐ必要

があります。ルーメン内 pHの安定は、牛の

健康を増進して、蹄病予防とともに乳房炎な

注）牛のフットケアと削蹄より転載
（写真５） 趾間皮膚炎 （図４） 蹄底蹄球接合部
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ど他の疾病予防にも貢献すると思われます。

趾皮膚疾患の予防

趾皮膚疾患の原因は細菌感染で、年間を通

して発生するため日常的な予防対策が必要に

なります。まず蹄の清潔を保つ必要がありま

す。つなぎ飼い（タイストール）の場合は、

敷料を充分に使用して牛床を乾燥させるこ

と、カウトレーナーを使用してふん尿が牛床

に落ちないようにすること、除ふん回数を増

やすことが重要です。

放し飼い（フリーストール、フリーバーン、

放牧）では蹄の清潔を保つことが難しいので、

パーラーにおける蹄の洗浄や蹄浴が必要にな

ります。蹄浴する場合は、１肢が２回以上確

実に副蹄まで浸かる深さ（約１０～１５cm）と

長さ（約３m以上）の蹄浴槽（フットバス）

を使用し、蹄浴スケジュールは４日連続を２

週間に１回が推奨されています。有効な薬剤

は、蹄浴専用剤、硫酸銅、ドロマイト石灰な

どが報告されていますが、硫酸銅は環境汚染

の原因になるため、廃液の処理に注意が必要

です。

定期的な削蹄

人工的な環境のコンクリート上やゴムマッ

ト上では蹄形が変形しやすくなります。蹄の

構造と機能を維持するためには、定期的に削

蹄を行うしかありません。推奨されている削

蹄回数は、タイストールでは年２回、フリー

ストールやフリーバーンでは年２～３回で

す。特に夏前の削蹄は重要です。

また、最近では乳牛の搾乳ステージに合わ

せた削蹄（乾乳前に１回、分娩後４ヵ月頃に

１回）も推奨されています。肥育牛では素牛

として出荷される１０ヵ月齢ごろに１回、その

後は肥育期間中に１回、繁殖牛では乳牛と同

様に年２回が推奨されています。

定期的な削蹄をすることにより、蹄病を予

防するとともに、飼料摂取量の増加による生

産性の向上が期待できます。

蹄病予防のミネラル・
ビオチン給与
亜鉛、マンガン、銅、セレン、ヨウ素など

の微量ミネラルは免疫機能や防御機能に関連

があります。また、ビオチン（ビタミンの一

種）は良好な蹄角質形成に関連しています。

それらを含有した飼料添加剤やブロック製剤

が販売されており、蹄病予防に貢献すると思

われます。

最後に

牛たちは人間が栄養として利用できない草

を、乳や肉へ変えてしまう素晴らしい動物で

す。そして、その大きな体を支えているのは

小さな８つの蹄です。今後も蹄の健康維持に

関わって行きたいと思います。

今回で「護蹄管理の重要性」は最終回にな

ります。私なりに勉強しながら書きました

が、わかりにくい部分もあったかもしれませ

ん。最後まで読んでいただき、ありがとうご

ざいました。

（筆者：神奈川県農業共済組合 家畜診療所長）
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畜産データボックス畜産データボックス

全国 北海道・東北 関東 北陸 東海 近畿 中国・四国 九州・沖縄
回 答 数 ８７５ ２０６ ２５２ ４４ ９７ ２３ ６２ １９１
廃 業 報 告 ４８ ７ ９ ０ ７ ３ ２ ２０
無 効 回 答 数 ７ ２ １ ０ ２ ０ ０ ２
有 効 回 答 数 ８２０ １９７ ２４２ ４４ ８８ ２０ ６０ １６９

経営者
の性別

男（人） ７３８ １８９ ２１８ ４０ ８０ １５ ５１ １４５
女（人） ２４ １ １０ １ １ １ １ ９
不明（人） ５７ ７ １４ ３ ７ ４ ８ １４

平 均 年 齢（歳） ５８．８ ５７．６ ６０．２ ５９．１ ５８．０ ６２．５ ５７．６ ５８．６
年齢の回答数 ８２０ １９７ ２４２ ４４ ８８ ２０ ６０ １６９

平成３０年度養豚農業実態調査全国集計結果から
①経営関係、飼養頭数

（一社）日本養豚協会は平成３１年３月に、平成３０年度養豚農業実態調査全国集計結果を公
表しました。この調査は（独）農畜産業振興機構の補助を受けて実施したもので、養豚業に
おけるコスト削減や生産性の向上の取り組み等の実態把握・分析をすることにより、養豚経
営の体質強化に資することを目的にしています。
調査方法は、都道府県にある養豚生産者組織および同協会が把握している全養豚生産者に

対して調査票を配布し、全国、地域別、子取り用雌豚頭数規模別等で集計・分析したもので
す。調査項目は経営形態、従業員数、後継者の有無、種豚頭数、飼養頭数、肉豚出荷状況、
事故率などのほか、最近の課題となっている給与飼料、環境対策、アニマルウェルフェア、
農場HACCP・GAPなどについても調査しました。
今回はその中から経営関係と飼養頭数の調査結果を掲載します。
詳細につきましては（一社）日本養豚協会ホームページ（下記アドレス）を参照ください。

（http://www.jppa.biz/pdf/２０１９_pdf/２０１９０５２０.pdf） （編集部）

調査回答状況

同調査では、都道府県にある養豚生産者組
織および（一社）日本養豚協会が把握してい
る全養豚生産者の計３２４０経営体に対し調査票

を配布し、回答が得られた８７５経営体のうち、
経営中止、休業等の無効回答および廃業を除
いた８２０経営体について集計・分析した。

●経営関係
（１）回答数・性別・年齢（地域別） n＝８２０

① 経営者の平均年齢は５８．８歳（前年比０．４
歳高）であった。地域別で最も平均年齢
が高かったのは「近畿」の６２．５歳で、最

も低いのは「北海道・東北」「中国・四
国」の５７．６歳となっている。

② 経営規模別では、子取り用雌豚の飼養頭
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全国 北海道・東北 関東 北陸 東海 近畿 中国・四国 九州・沖縄うち契約・預託
個 人 経 営＊ ３００ １ ５８ ９７ ２１ ３５ ９ １４ ６６
農事組合法人 ３６ ２０ ７ １１ ２ ４ ０ ７ ５
有 限 会 社＊＊ ２７０ ４ ６４ ８７ １６ ３５ ２ １４ ５２
合資会社・合名会社 ２ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ １
株 式 会 社 １６５ ５ ５８ ４０ ３ １２ ５ １８ ２９
農協等の直営養豚場 ５ ０ １ １ ０ ０ ０ ０ ３
そ の 他＊＊＊ ３８ ０ ７ ６ ２ ２ ４ ７ １０
合 計 ８１６ ３３ １９６ ２４２ ４４ ８８ ２０ ６０ １６６
＊家族労働主体、＊＊LLC法人を含む、＊＊＊公益法人、学校法人など

全国 北海道
・東北 関東 北陸 東海 近畿 中国・

四国
九州・
沖縄

一貫経営
経営体数 ６９９ １７２ ２１５ ３９ ７４ １３ ５１ １３５
割合（％） ８５．９ ８６．４ ８８．８ ９０．７ ８６．０ ６８．４ ８９．５ ８０．４

繁殖経営
経営体数 ４５ １２ ９ １ ７ ０ ３ １３
割合（％） ５．５ ６．０ ３．７ ２．３ ８．１ ０．０ ５．３ ７．７

肥育経営
経営体数 ７０ １５ １８ ３ ５ ６ ３ ２０
割合（％） ８．６ ７．５ ７．４ ７．０ ５．８ ３１．６ ５．３ １１．９

合 計
経営体数 ８１４ １９９ ２４２ ４３ ８６ １９ ５７ １６８
割合（％） １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

回答経営体数 回答数 ８１４ １９９ ２４２ ４３ ８６ １９ ５７ １６８

数２００～４９９頭が２３．１％で最も割合が高
く、出荷頭数では４０００～９９９９頭規模が

２０．７％で最も高かった。

（２）経営形態（地域別） n＝８１６

① 経営形態は、個人経営が３００経営体で
３６．８％と割合が最も高いものの、前年か
ら３．５ポイント下げた。次いで有限会社
が２７０経営体で３３．１％となり、前年から
２．２ポイント上げ、両形態の差は前年と

比べ小さくなっている。
② 地域別では、「北海道・東北」で有限会

社が個人経営より多く、「東海」「中国・
四国」では個人経営と有限会社が同率と
なっている。

（３）経営タイプ（地域別） n＝８１４

① 経営タイプは、一貫経営が６９９経営体
（８５．９％）と最も多く、次いで肥育経営
７０経営体（８．６％）、繁殖経営４５経営体
（５．５％）。

② 一貫経営の割合は、地域別では「近畿」
を除く全地域で８０％以上を占め、特に

「北陸」９０．７％、「中国・四国」８９．５％
で高い割合を示した。なお、「近畿」は
一貫経営が６８．４％と低いものの、肥育経
営は３１．６％とかなり高い割合を示した。
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従事者 回答数 割合（％） 従事者合計（人） 従事者割合（％） 平均値 最大値 最小値
家 族 労 働＊ ５６５ ６９．８ １，４８９．８ １８．６ ２．６ ２０ １
常 勤 雇 員 ５２４ ６４．８ ５，７１６．５ ７１．４ １０．９ ２１５ １
非常勤雇員＊＊ １１２ １３．８ １９６．０ ２．５ １．８ １４ １
そ の 他＊＊＊ ４７ ５．８ ５９６．０ ７．５ １２．７ ２７９ １
合 計 １，２４８ １４７．５ ７，９９８．３ １００．０ ９．９ ４４１ １
＊経営主本人、配偶者、きょうだい、子、孫、父母、祖父母等 ＊＊社員、契約社員、パート、アルバイト
＊＊＊豚肉加工・販売など担当

従事者 全体 １～１９頭 ２０～４９頭 ５０～９９頭 １００～１９９頭 ２００～４９９頭 ５００～９９９頭 １，０００頭～
家 族 労 働＊ ２．７ １．５ ２．０ ２．４ ３．０ ３．４ ３．０ ３．４
常 勤 雇 員 １１．５ ３．２ ３．９ ３．７ ２．６ ５．９ １５．６ ４２．３
非常勤雇員＊＊ １．７ １．４ １．６ １．２ １．９ １．６ ２．３ ２．５
そ の 他＊＊＊ １３．７ ３．３ １．８ ２．７ ３．３ ５．３ ２０．８ ７１．４
＊経営主本人、配偶者、きょうだい、子、孫、父母、祖父母等 ＊＊社員、契約社員、パート、アルバイト
＊＊＊豚肉加工・販売など担当

回答数 割合（％） 年齢回答経営体数 平均年齢
決まっている ２２９ ２９．０ ２２１ ３６．２
対象者はいるが、現在は決まっていない １３５ １７．１ １１４ ２５．３
自分の年齢が若いので考えていない ８４ １０．６ － －
後継者はいない・考えていない １９１ ２４．１ － －
経営形態が後継者と関係がない（株式会社等） １５２ １９．２ － －
合 計 ７９１ １００．０ － －

全体 １～１９頭 ２０～４９頭 ５０～９９頭 １００～
１９９頭

２００～
４９９頭

５００～
９９９頭

１，０００頭
～

決まっている 回答数 ２１５ ４ １２ ３４ ６５ ６１ ２１ １８
回答割合（％） ３０．４ ６．６ １５．０ ２８．１ ４６．５ ３７．４ ２６．３ ２９．０

対象者はいるが、
現在は決まっていない

回答数 １２２ ６ １６ １１ ２１ ４０ １１ １７
回答割合（％） １７．３ ９．８ ２０．０ ９．１ １５．０ ２４．５ １３．７ ２７．４

自分の年齢が若い
ので考えていない

回答数 ７７ １ ４ １１ ２３ １９ １２ ７
回答割合（％） １０．９ １．６ ５．０ ９．１ １６．４ １１．７ １５．０ １１．３

後継者はいない・
考えていない

回答数 １６１ ２５ ３９ ６０ ２３ １２ ２ ０
回答割合（％） ２２．８ ４１．０ ４８．８ ４９．６ １６．４ ７．４ ２．５ ０．０

経営形態が後継者
と関係がない

回答数 １３２ ２５ ９ ５ ８ ３１ ３４ ２０
回答割合（％） １８．７ ４１．０ １１．２ ４．１ ５．７ １９．０ ４２．５ ３２．３

●従事者数
（１）雇用形態別養豚従事者人数（全国、複数回答） n＝８０９

（２）雇用形態別養豚従事者平均人数（子取り用雌豚飼養規模別、複数回答） n＝７１２

① 養豚従事者数に回答があった経営体は
８０９で、常勤雇員が最も多く５７１７人（前
年比３３２人増）、次いで家族１４９０人（同１４
人減）であった。非常勤雇員は１９６人（同
９９人増）、その他は４７人（同５人減）と

なった。
② 子取り用雌豚飼養規模別にみた平均従事

者数では、常勤雇員の数およびその他
（豚肉加工・販売）の人数とも、５００頭
以上層で従事者が大きく増加している。

●後継者について
（１）後継者の有無・平均年齢（全国） n＝７９１

（２）後継者の有無（子取り用雌豚飼養規模別） n＝７０７
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全国
回答数 頭数合計 頭数平均

子取り用雌豚＊ ７１７ ２８１，５８４ ３９２．７
種雄豚＊ ６６２ ９，５４７ １４．４
育成豚＊＊ ５７９ ５２，６４４ ９０．９
子豚＊＊＊ ６２４ １，２５８，４４７ ２，０１６．７
肥育豚＊＊＊＊ ６６３ １，７２４，５００ ２，６０１．１
飼養頭数合計 ７８７ ３，３２６，７２２ ４，２２７．１

全国 北海道
・東北 関東 北陸 東海 近畿 中国

・四国
九州
・沖縄

純 粋 種 頭数 ３１，４４５ ９，４３４ ５，８１３ ４６０ ２，２７４ １００ １，０７３ １２，２９１
割合（％） １１．２ １１．３ ７．９ ６．６ １１．８ ６．８ ５．１ １６．２

交 雑 種 頭数 ２５０，１３９ ７４，０２８ ６７，５２７ ６，４８１ １６，９２４ １，３７３ ２０，０４９ ６３，７５７
割合（％） ８８．８ ８８．７ ９２．１ ９３．４ ８８．２ ９３．２ ９４．９ ８３．８

合 計 頭数 ２８１，５８４ ８３，４６２ ７３，３４０ ６，９４１ １９，１９８ １，４７３ ２１，１２２ ７６，０４８
割合（％） １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

地域別割合 （％） １００．０ ２９．６ ２６．０ ２．５ ６．８ ０．５ ７．５ ２７．０

① 後継者について回答があったのは７９１経
営体で、うち「決まっている」が２９．０％
で候補者の平均年齢は３６．２歳であった。
「対象者はいるが現在は決まっていな
い」が１７．１％で対象者の平均年齢は２５．３
歳。「後継者はいない・考えていない」
が２４．１％だった。それぞれの回答は、前
年と比べ、大きな変動はみられなかっ
た。

② 子取り用雌豚飼養規模別では、後継者が
「決まっている」の回答が最も多かった
のが、１００～１９９頭規模で４６．５％を占め
た。また頭数規模が大きい経営体では
「決まっている」割合が高い傾向になっ
た。逆に、「後継者がいない・考えてい
ない」と回答したのは５０～９９頭規模で
４９．６％と高く、規模が小さい経営体では
「決まっていない」割合が高い傾向に
なった。

●飼養頭数
（１）飼養頭数（全国） n＝７８７

（２）子取り用雌豚飼養頭数（地域別） n＝７１７

① 平成３０年度の豚の飼養頭数は、子取り用
雌豚が２８万１５８４頭、種雄豚９５４７頭、育成
豚（繁殖予定で未利用の雄または雌豚）
５万２６４４頭、子豚１２５万８４４７頭、肥育豚
１７２万４５００頭で、全飼養頭数で３３２万６７２２
頭となっている。

② 子取り用雌豚の全頭数は２８万１５８４頭で、
前年の２９万２６８２頭から３．８％減となった。
そのうち純粋種は３万１４４５頭（１１．２％）。
地域別では「九州・沖縄」で純粋種が

１６．２％と比較的飼養率が高いが、これは
バークシャーの飼養頭数（８１６６頭）で全
国の８４．６％を占めていることが大きい。

③ 地域別に、純粋種と交雑種の合計で雌豚
飼育頭数をみると、「北海道・東北」８
万３４６２頭、「九州・沖縄」７万６０４８頭、
「関東」７万３３４０頭の順に多く、この地
域で全国の雌豚飼養頭数の８２．６％を占め
ている。

＊育成豚を除く ＊＊繁殖利用予定で未交配の雌または雄
＊＊＊子豚舎・子豚豚房で飼養しているもの＋哺乳中のもの ＊＊＊＊肥育舎・肥育豚房で飼養しているもの
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行政の窓行政の窓

「畜産統計（平成３１年２月１日現在）」を公表
農林水産省大臣官房統計部

農林水産省大臣官房統計部は７月２日、平
成３１年２月１日現在の「畜産統計」を公表し
ました。乳用牛、肉用牛、豚の飼養戸数は前
年に比べ減少も、１戸当たり飼養頭数は増加
しました。

【乳用牛】
乳用牛の飼養戸数は１万５０００戸で、廃業等

により前年比（以下、同）７００戸（４．５％）減
少。飼 養 頭 数 は１３３万２０００頭 で、同４０００頭
（０．３％）増加した。内訳は、経産牛は８３万
９２００頭で同８０００頭（０．９％）減少。未経産牛
は４９万２４００頭で同１万１５００頭（２．４％）増加。
１戸当たり飼養頭数は８８．８頭で、同４．２頭増加。

【肉用牛】
肉用牛の飼養戸数は４万６３００戸で、廃業等

により同２０００戸（４．１％）減少した。
飼養頭数は２５０万３０００頭で、同１万１０００頭

（０．４％）減少。内訳は、肉用種は１７３万４０００
頭で同３万３０００頭（１．９％）増加。このうち
子取り用めす牛は６２万５９００頭で同１万５５００頭
（２．５％）増加した。乳用種は７６万８６００頭で
同４万４４００頭（５．５％）減少した。１戸当た
り飼養頭数は５４．１頭で、同２．１頭増加。

【豚】
豚の飼養戸数は４３２０戸で、廃業等により同

１５０戸（３．４％）減少した。飼養頭数は９１５万
６０００頭 で、同３万３０００頭（０．４％）減 少。内
訳は、子取り用めす豚は８５万３１００頭で同２万
９４００頭（３．６％）増加、肥育豚は７５９万４０００頭
で同８万３０００頭（１．１％）減少。１戸当たり
飼養頭数は２１１９．４頭で、同６３．７頭増加。

（図１） 乳用牛の飼養戸数・頭数の推移

（図２） 肉用牛の飼養戸数・頭数の推移

（図３） 豚の飼養戸数・頭数の推移
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（（独独））農農畜畜産産業業振振興興機機構構かかららののおお知知ららせせ

算出の区域 肉用牛１頭当たりの
標準的販売価格

肉用牛１頭当たりの
標準的生産費

肉用牛１頭当たりの
交付金単価（概算払）

※
算出の区域 肉用牛１頭当たりの

標準的販売価格
肉用牛１頭当たりの
標準的生産費

肉用牛１頭当たりの
交付金単価（概算払）

※
北海道 １，１６９，１３４円 １，２０４，２１５円 ２７，５７２．９円 石川県 １，３９１，９３６円 １，２０８，９６１円 －

青森県 １，１６６，６０８円 １，１７３，７５６円 ２，４３３．２円 福井県 １，３５６，５７２円 １，２１０，６５０円 －

岩手県
（日本短角種を除く） １，１８５，１８５円 １，１７７，９１２円 －

愛知県 １，１９７，６８６円 １，１４５，２２１円 －

鳥取県 １，２２３，２１４円 １，１７７，８１２円 －

岩手県
（日本短角種） ７６０，２３８円 ７４９，８３８円 －

島根県 １，１６３，７６４円 １，１７５，８６５円 ６，８９０．９円

岡山県 １，２７７，９４１円 １，１３８，９０１円 －

宮城県 １，２２１，３４４円 １，１８９，８０７円 － 広島県 １，１６４，１９９円 １，１７０，２４８円 １，４４４．１円

秋田県 １，２４６，５００円 １，１８５，１４３円 － 山口県 １，２０２，０２４円 １，１６７，０７７円 －

福島県 １，１９２，７７２円 １，２１１，７３５円 １３，０６６．７円 香川県 １，２７９，８７６円 １，１６４，０２９円 －

茨城県 １，２０３，３８４円 １，２０２，７０４円 － 愛媛県 １，２３３，０３４円 １，１７０，３９８円 －

栃木県 １，２１６，７８４円 １，１７９，３８７円 － 福岡県 １，１４７，９１４円 １，１７９，３４６円 ２４，２８８．８円

群馬県 １，２２７，７５６円 １，１６２，１４２円 － 佐賀県 １，２０８，６０２円 １，１８９，６６４円 －

埼玉県 １，２１０，８２３円 １，１７５，４４０円 － 長崎県 １，１８８，５７６円 １，１９５，１０７円 １，８７７．９円

千葉県 １，２１３，６５２円 １，１８４，９５１円 － 熊本県 １，１５６，７６６円 １，１６３，３０６円 １，８８６．０円

神奈川県 １，２２６，４５０円 １，１３２，７２７円 － 大分県 １，１３３，５１６円 １，１６８，７２６円 ２７，６８９．０円

山梨県 １，０８０，３１６円 １，２０７，４６０円 １１０，４２９．６円 宮崎県 １，２６５，０８８円 １，１７４，５３５円 －

長野県 １，２０４，３１６円 １，２０１，９２６円 － 鹿児島県 １，２１６，１８６円 １，１９８，３００円 －

静岡県 １，２１３，１７０円 １，１９３，８０５円 － 沖縄県 １，１９２，２８６円 １，１４５，１３３円 －

新潟県 １，１９３，１３２円 １，１９８，３９７円 ７３８．５円 二以上の
都道府県の区域 １，３１２，４８１円 １，２２１，３４１円 －

富山県 １，３５１，９９６円 １，２０３，４２２円 －

（表１）肉専用種の交付金単価（概算払）

各種交付金単価の公表について

１．肉用牛肥育経営安定交付金（牛マルキン）【令和元年5月分】

（独）農畜産業振興機構は、令和元年５月に販売された交付対象牛に適用する畜産経営の安定
に関する法律（昭和３６年法律第１８３号）第３条第１項に規定する交付金について、肉用牛肥育経
営安定交付金交付要綱（平成３０年１２月２６日付け３０農畜機第５２５１号）第４の６の（５）のオの規定
および同（５）のカの規定により準用する同（１）から（４）までの規定に基づき標準的販売価
格および標準的生産費ならびに交付金単価を表１および表２の通り公表しました。
なお、当該交付対象牛に係る交付金の交付については、概算払いを行います。標準的生産費お

よび交付金単価の確定値については、令和元年８月上旬に公表する予定です。
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お問い合わせ先 ▼ 中央畜産会 経営支援部（情報）公　　益
社団法人 TEL 03-6206-0846

農場HACCP様式集

　中央畜産会では、農場HACCPに取り組む関係者の養成を図るため、
農場での構築指導を担う農場指導員を養成する農場指導員養成研修及び
審査員養成研修を実施し、これまでそれぞれ2,898名、834名が受講し
ています。また、平成30年7月には200を超える農場が農場HACCPの認
証を取得しています。そして、これらの認証取得支援及び認証審査を通じ
て多くのノウハウが蓄積されてきました。
　このノウハウを基に、今後農場HACCPの認証を目指す畜産農家の円滑
な構築活動の一助とするため、農場HACCPの文書・記録に関する様式
集を刊行しました。

図書のご案内

A4判152ページ

肉用牛１頭当たりの
標準的販売価格 肉用牛１頭当たりの標準的生産費 肉用牛１頭当たりの交付金単価

（概算払）

交雑種 ７７４，４４６円 ７３２，１７７円 －

乳用種 ４６１，７１８円 ４９５，９４７円 ２６，８０６．１円

（表２）交雑種・乳用種の交付金単価（概算払）

※肉用牛１頭当たりの交付金単価（概算払）は、肉用牛１頭当たりの標準的生産費と肉用牛１頭当たりの標準的販売
価格との差額に１００分の９０を乗じた額から４，０００円を控除した額

算出期間 平成３１年４月から令和元年６月まで

肉豚１頭当たりの見込みの標準的販売価格 ３９，６５０円／頭（①）

肉豚１頭当たりの見込みの標準的生産費 ３４，０７９円／頭（②）

肉豚１頭当たりの見込みの交付金単価（参考） － （①＞②のため概算払なし）

（表３）肉豚経営安定交付金単価について

注：消費税抜きで算定しています。

２．肉豚経営安定交付金（豚マルキン）【令和元年度第１四半期】

（独）農畜産業振興機構は、平成３１年４月から令和元年６月までの算出期間（令和元年度第１
四半期）における、畜産経営の安定に関する法律（昭和３６年法律第１８３号）第３条第１項に規定
する交付金について、肉豚経営安定交付金交付要綱第４の５の（５）の規定により算出した見込
みの標準的販売価格を表３の通り公表しました。
同規定により、算出した見込みの標準的生産費を上回ったことから、概算払はありません。
なお、今回の算出期間における確定値については、８月上旬に公表する予定です。
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